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Information

人事異動 
　藤本一郎　前沖縄総合事務局次長の転任に伴い、平成１９年７月１０日付で沖縄総合事務
局次長に影山洋一氏が就任した。 
　昭和５３年早稲田大学政治経済学部政治学科卒業。昭和５２年国家公務員採用上級甲種
（行政）合格。昭和５３年総理府入府、平成４年総務庁人事局人事企画官、平成６年内閣総理
大臣官房参事官（広報室）、平成８年日本学術会議事務局総務部庶務課長、平成１０年国際
平和協力本部事務局総務担当参事官、平成１１年総務庁長官官房参事官（交通安全対策担
当）、平成１３年総務省統計センター経済製表部長、同年内閣府沖縄総合事務局総務部長、
平成１５年内閣府北方対策本部参事官、平成１７年迎賓館次長を歴任後現在に至る。 

　河合正保　前総務部長の転任に伴い、平成１９年７月６日付で総務部長に久保田治氏が
就任した。 

　昭和５９年慶應義塾大学法学部法律学科卒業。昭和５８年国家公務員採用上級甲種（法律）
試験合格。昭和５９年総理府入府、平成１０年中央省庁等改革推進本部事務局企画官、平成
１２年沖縄開発庁秘書官事務取扱、平成１３年内閣府橋本国務大臣秘書官事務取扱、同年内
閣府尾身国務大臣秘書官事務取扱、平成１４年内閣府賞勲局審査官、平成１５年文化庁文化
部国語課長、平成１７年内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付参事官（青少年育成第１
担当）、平成１８年内閣府政策統括官（沖縄政策担当）付参事官（企画担当）を歴任後現在
に至る。 

　秋本佳則　前農林水産部長の転任に伴い、平成１９年７月１０日付で農林水産部長に永杉
伸彦氏が就任した。 

　昭和５５年京都大学法学部卒業。昭和５４年国家公務員採用上級甲種（法律）試験合格。
昭和５５年農林水産省入省、平成６年林野庁林政部林政課調査官、平成７年大臣官房秘書課
調査官、平成１０年林野庁指導部計画課森林総合利用対策室長、平成１２年大臣官房参事官
兼農産園芸局、平成１３年林野庁森林整備部森林保全課長、平成１４年農村振興局計画部土
地改良企画課長、平成１６年農村振興局地域振興課長、同年国土交通省都市・地域整備局
企画課長、平成１８年大臣官房付、同年総合食料局総務課長を歴任後現在に至る。 
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　仁賀建夫　前経済産業部長の転任に伴い、平成１９年７月１０日付で経済産業部長に市原
健介氏が就任した。 

　昭和５９年早稲田大学理工学部電気工学科卒業、昭和６１年東京工業大学大学院理工学
研究科電気・電子工学修士卒業。昭和６０年国家公務員採用Ⅰ種（電子）試験合格。昭和６１
年通商産業省入省、平成１３年内閣府政策統括官（科学技術政策担当）付参事官（資源配
分担当）付企画官、平成１５年産業技術環境局大学連携推進課大学連携企画調整官、平成１
７年商務情報政策局情報プロジェクト室長を歴任後現在に至る。 

　菅井雅昭　前運輸部長の転任に伴い、平成１９年７月１日付で運輸部長に大野秀敏氏が
就任した。 

　昭和６２年大阪大学法学部卒業。昭和６１年国家公務員採用Ⅰ種（法律）試験合格。昭和６２
年運輸省入省、平成１３年経済産業省大臣官房企画課企画官（併）商務情報政策局情報セ
キュリティ政策室長、平成１５年国土交通省大臣官房付（短期在外研究員・米国）、平成１６年
国土交通省大臣官房総務課企画官（併）政策統括官付（併）危機管理室、平成１７年国土交
通省海事局総務課海事保安・事故保障対策室長を歴任後現在に至る。 

　この調査は、全国の卸売・小売業を営む事業所を対象とし、商業の実態を明らかにする
ことを目的としています。 
　調査の結果は、国や都道府県、市区町村における商業の振興、中心市街地活性化など
の施策を進めるうえでの重要な基礎資料として、多方面で利用されるだけでなく、個々
の事業所が経営指針を作る際にも役立っています。 
　調査にあたっては、都道府県知事から任命された商業統計調査員が事業所を直接訪問し、
調査票を配布して必要な事項を記入していただき、後日回収するという方法等で行います。 
　提出された調査票は、統計法により厳重に秘密が守られ、統計作成の目的以外には一
切使用いたしませんので、正確な報告にご協力ください。 
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＜調査実施に係る問い合わせ先＞ 
経済産業省経済産業政策局　調査統計部産業統計室 
〒100-8902　東京都千代田区霞が関１丁目３番１号 
電話　０３－３５０１－１５１１（代表）　内線２８９６～２８９７ 
ＵＲＬ　http://www.meti.go.jp/statistics/index.html 
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東京都出身　４６歳 

兵庫県出身　４４歳 

平成１９年度　商業統計調査の実施について 
 （卸売業、小売業の事業所を対象に６月１日現在で実施しております。）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


